




































































































































































を議案 B、「現状」を Pとする。出席議決権数の 60％が「ABP」、30％が「BPA」、10％が
「PAB」という選好を持っている。そして、有権者は 1位の選好を持つ議案にのみ投票で
きるとする。このとき、決議を Pとその他の各選択肢とのペア比較としてみると、「A対
P」では 60％の得票を得て Aが可決される。同様にして、「B対 P」では 90％の得票を得
て Bが可決される。このように、法定ルールでは Aと Bという相反議案が両方可決する
可能性を排除できない。しかし「A対 B」というペア比較まで行うと、70％の得票を得て
Aが可決されることから、選択肢に対する全体の順序付けは上位から ABPの一意に定ま





る。決議を Pとその他の各選択肢とのペア比較としてみると、「A対 P」では 49.5％の得
票を得て Aがペア勝者となるものの、過半数要件を満たさないため Aは否決される。同
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  7）もっとも、いきなり総会会場で議案を提出しても出席株主の賛成が得られるとは限らず、修正動議
の可決の見込みはほとんどない。
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